
 

第６４号議案 

 

 

 

   令和８年度芦屋市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 

  令和８年度芦屋市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ620,420千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ50,000,420千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加及び変更は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

 

 

   令和８年８月２８日提出 

 

 

 

芦屋市長 髙 島  崚 輔    
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22 7,916,872 35,083 7,951,955

2 国庫補助金 2,175,774 35,083 2,210,857

26 3,685,008 541,837 4,226,845

1 基金繰入金 3,592,859 541,837 4,134,696

29 2,531,500 43,500 2,575,000

29 市債 2,531,500 43,500 2,575,000

49,380,000 620,420 50,000,420

国庫支出金

繰入金

市債

歳　　入　　合　　計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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3 19,435,899 26,607 19,462,506

1 社会福祉費 7,770,828 3,613 7,774,441

3 児童福祉費 7,744,308 22,994 7,767,302

4 4,743,997 0 4,743,997

3 上水道費 281,898 0 281,898

8 7,151,015 525,295 7,676,310

4 都市計画費 4,669,825 525,295 5,195,120

10 5,837,136 68,518 5,905,654

1 教育総務費 1,676,464 55,518 1,731,982

3 中学校費 283,515 13,000 296,515

49,380,000 620,420 50,000,420歳　　出　　合　　計

歳　　出

民生費

衛生費

土木費

教育費

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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追　加

　

変　更

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業権利床等整備負担金

変　更

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

　　　芦屋市放課後児童クラブ事業（宮川・山手・岩園・浜風）

第 ２ 表 債

事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　項

起　　　　　債　　　　　の　　　　　目　　　　　的

市　街　地　再　開　発　事　業

保　育　所　施　設　整　備　事　業

第 ３ 表 地
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令和９年度から
令和12年度まで

限　　　　　度　　　　　額

限　　　度　　　額

期　　　　　　　　　　　　　間

令和９年度から令和11年度まで

（単位　千円）

 務 負 担 行 為 補 正 

限　　　　　度　　　　　額

期　　　　　間 限　　　度　　　額

令和９年度から
令和11年度まで

（単位　千円）

（単位　千円）

補　　　　　正　　　　　前

1,054,300 1,087,700

補　　　　　正　　　　　後

75,900 86,000

補　　　　　正　　　　　前

期　　　　　間

補　　　　　正　　　　　後

業務委託料799,000に配慮を要する児童に
係る加配支援員に要する額及び医療的ケ
ア児に係る看護師等に要する額を加算し
た額

1,519,214 1,389,392

限　　　　　　度　　　　　　額

 方 債 補 正
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１　総　　括

（歳　　入）

22 国庫支出金 7,916,872 35,083 7,951,955

26 繰入金 3,685,008 541,837 4,226,845

29 市債 2,531,500 43,500 2,575,000

49,380,000 620,420 50,000,420歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円
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（歳　　出）

3 民生費 19,435,899 26,607 19,462,506

4 衛生費 4,743,997 0 4,743,997

8 土木費 7,151,015 525,295 7,676,310

10 教育費 5,837,136 68,518 5,905,654

49,380,000 620,420 50,000,420歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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国県支出金 地　方　債 そ　の　他

16,645 10,100 △138

3,846 △3,846

1,592 33,400 490,303

13,000 55,518

35,083 43,500 0 541,837

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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計 2,531,500 43,500 2,575,000

8 1,817,300 33,400 1,850,700土木債

２９款　市債 43,500千円

２９項　市債

3 75,900 10,100 86,000民生債

43,500千円

計 3,592,859 541,837 4,134,696

２６款　繰入金 541,837千円

　１項　基金繰入金

1 3,499,573 541,837 4,041,410財政基金繰入金

541,837千円

計 2,175,774 35,083 2,210,857

3 586,427 12,697 599,124民生費補助金

2 399,512 22,386 421,898総務費補助金

２　　歳    入

２２款　国庫支出金

　２項　国庫補助金

 千円

35,083千円

35,083千円

 千円

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円
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　２２款　国庫支出金　２６款　繰入金　２９款　市債

　市街地再開発事業債 33,400

・総務部財務室財政課都市計画債 33,4004

　保育所施設整備事業債 10,100

児童福祉債 10,1003 ・総務部財務室財政課

　財政基金取りくずし 541,837金

財政基金繰入 541,8371 ・総務部財務室財政課

　就学前教育・保育施設整備交付金 12,697助金

・こども福祉部こども家庭室ほいく課児童福祉費補 12,6973

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 22,386助金

・企画部市長公室政策推進課総務管理費補 22,3861

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円
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計 0281,898 281,898 △3,8463,846 00

3,846

助成費 国庫補助金

　３項　上水道費

　４款　衛生費

0千円

0千円

281,89801 上水道事業 281,898 △3,8463,846

計 22,9947,744,308 7,767,302 △3,75116,645 010,100

12,697 10,100

策費 国庫補助金 市債

322,68319,0466 児童福祉対 303,637 △3,75112,697 10,100

3,948

国庫補助金

　３項　児童福祉費

　３款　民生費

22,994千円

26,607千円

4,506,6483,9482 保育所費 4,502,700 3,948

計 3,6137,770,828 7,774,441 3,6130 00

費

3,228,7313,6133 障害者福祉 3,225,118 3,613

３　　歳    出

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　３款　民生費

　１項　社会福祉費 3,613千円

26,607千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円
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　　３款　民生費　　４款　衛生費

財源更正

19,046　　認定こども園施設整備等補助交付金

　18 負担金、補助及び交付金 19,046

及び交付金 ○認定こども園誘致に要する経費 19,046

18 19,046負担金、補助 ・こども福祉部こども家庭室ほいく課

3,948　　私立保育所等物価高騰対策支援金

　18 負担金、補助及び交付金 3,948

及び交付金 ○私立保育所等に要する経費 3,948

18 3,948負担金、補助 ・こども福祉部こども家庭室ほいく課

3,613　　みどり地域生活支援センターＬＥＤ化更新工事費

　14 工事請負費 3,613

○みどり地域生活支援センターに要する経費 3,613

14 3,613工事請負費 ・こども福祉部福祉室障がい福祉課

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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13,000

国庫補助金

　３項　中学校費

１０款　教育費

13,000千円

68,518千円

127,74913,0002 教育振興費 114,749 13,000

計 55,5181,676,464 1,731,982 55,5180 00

究費

536,96955,5183 教育指導研 481,451 55,518

計 525,2954,669,825 5,195,120 490,3031,592 033,400

　１項　教育総務費

１０款　教育費

55,518千円

68,518千円

1,592

費 国庫補助金

1,358,33007 公共下水道 1,358,330 △1,5921,592

33,400

費 市債

2,565,128525,2954 都市再開発 2,039,833 491,89533,400

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

　８款　土木費

　４項　都市計画費 525,295千円

525,295千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円
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　　８款　土木費　１０款　教育費

13,000　　芦屋市地域クラブ創設支援補助金

　18 負担金、補助及び交付金 13,000

及び交付金 ○中学校部活動推進事業 13,000

18 13,000負担金、補助 ・教育部学校教育室学校支援課

　17 備品購入費 54,610

908　　パソコン更新業務委託料

　12 委託料 908
54,610事業用器具費

○打出教育文化センター学校ＩＣＴ環境整備事業 55,518
17 54,610備品購入費

12 908委託料 ・打出教育文化センター

財源更正

44,655　　権利床等整備負担金

　18 負担金、補助及び交付金 44,655

○ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費 44,655

・都市政策部都市基盤室都市整備課
480,640繰出金

　27 繰出金 480,640
27 480,640繰出金

及び交付金 ○都市再開発事業特別会計繰出金 480,640

18 44,655負担金、補助 ・総務部財務室財政課

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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計 13,000283,515 296,515 013,000 00

補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

１０款　教育費

　３項　中学校費 13,000千円

68,518千円

目 補正前の額 補正額

地方債

計

 千円 千円  千円 千円  千円 千円  千円
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　１０款　教育費

節

 千円

区　　分
説　　　　　　　　　　　　明

金　　額

千円
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令和８年度一般会計補正予算（第１号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 49,380,000千円

現計予算額： 49,380,000千円

補 正 額： 620,420千円

補正後予算額： 50,000,420千円 （＋ 620,420千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額

（補正額の内訳）

① みどり地域生活支援センターＬＥＤ化更新工事費追加 ＋ 3,613千円 （＋ 3,613千円）

② 認定こども園施設整備等補助交付金追加 ＋ 19,046千円 （＋ 6,349千円）

③ ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する経費追加 ＋ 44,655千円 （＋ 44,655千円）

④ 打出教育文化センター学校ＩＣＴ環境整備事業

（校園務用パソコン購入）経費追加 ＋ 55,518千円 （＋ 55,518千円）

⑤ 重点支援地方交付金事業の追加 ＋ 16,948千円 （△ 5,438千円）

⑥ 都市再開発事業特別会計への繰出金の追加 ＋ 480,640千円 （＋ 480,640千円）

補 正 額 ： ＋ 620,420千円 （＋ 585,337千円）

※ （ ）内は市負担額（一般財源及び市債）

64-18
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【別紙】…前頁①～⑥に係る歳出予算の補正内容
（単位：千円）

国・県 市債 その他 一般財源

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

みどり地域生活支援センターＬＥＤ化更新工
事費追加

民生費‐児童福祉費‐児童福祉対策費

認定こども園施設整備等補助交付金追加

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に要する
経費追加

教育費‐教育総務費‐教育指導研究費

打出教育文化センター学校ＩＣＴ環境整備事業
（校園務用パソコン購入）経費追加

民生費‐児童福祉費‐保育所費

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業
に要する経費追加

教育費‐中学校費‐教育振興費

地域クラブ活動に対する支援に要する経費追
加

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

都市再開発事業特別会計への繰出金の追加

合　計 ＋620,420 ＋35,083 ＋43,500 ＋0 ＋541,837

（注） 「財源内訳」欄の「その他」は、国県支出金以外の特定財源（寄附金及び特定目的基金等）を示すもの。

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

①
当初予算に計上したみどり地域生活支援センターのＬＥＤ化更新工事について、施工価格の
上昇や、ＬＥＤ機器の納期遅延に伴う工期延長により工事費が増額し、予算に不足が生じる
ため、所要の経費を追加するもの。

＋3,613 ＋3,613

②

当初予算に計上した大東保育所の建替え工事に対する建設費助成について、就学前教育・保
育施設整備交付金の国庫補助基準額が増額改定されたことに伴い、施設への助成額を増額す
るため、補助交付金を追加するもの。（国1/2、市1/4、事業者1/4）
＜交付基準額＞
改定前：202,425千円
改定後：215,122千円（＋12,697千円）
＜財源更正＞
県と協議の結果、当初予算より地方債計画事業区分が変更になったことにより、市債を追加
し、一般財源を減額するもの。

＋19,046 ＋12,697 ＋10,100

＋13,000

△ 3,751

＋11,255

④

令和8年度に更新時期を迎える校園務用パソコンについて、本年2月に更新契約を行ったが、契約者
辞退により、更新ができなかった。そのため、コンピュータメモリ価格の急騰に伴うパソコン価格の上
昇が見込まれることなどを勘案し、次年度ではなく、令和8年度で調達するため、その費用を追加する
もの。

＋55,518 ＋55,518

③
特定建築者が発注する再開発ビル建築工事において、当初予算計上時より令和8年度分の工事
出来高が増加する見込みであるため、不足分について追加するもの。

＋44,655 ＋33,400

＋5,438 △ 5,438

⑤

ア

食料品価格の物価高騰の影響を受けた私立保育所等に対し、安定した保育サービスの提供を
継続できるよう、負担軽減等を目的とし支援するもの。
【支給対象】
民間の事業者が運営する保育所（7か所）、認定こども園（10か所）、幼稚園（1か所）、
地域型保育事業所（4か所）
【支援額（1施設当たり）】
200円×定員数×12か月
※給食提供日が5日に満たない場合、給食提供日数に応じて単価を減算

＋3,948 ＋3,948

ウ その他の財源更正
歳入予算の変動に伴い、財源内訳を変更するもの。
・上下水道減免事業（5,438千円）

＋0

イ

令和8年度に「あし☆スタ」へ登録する地域クラブに対し、その創設時に必要な共用備品等の購入費
用を支援することにより、参加費による運営が基本である地域クラブの安定的な運営の維持を図ると
ともに、物価高騰の影響を受けた参加者の負担軽減を目的とし支援するもの。
【支給対象】
個人・民間の事業者が運営する地域クラブ（65団体）
【支援額（1団体当たり）】
200千円
※支援額を上限とし、実額に応じて上限額内で支給するもの

＋13,000

⑥
ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る事業費増加に伴い、一般会計から特別会計への繰
出金を追加するもの。

＋480,640＋480,640
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■ 重点支援地方交付金の配分上限額 （単位：千円）

22,386

■

総事業費 交付金充当見込 予算区分

私立保育所等に対する物価高騰対策支援事業 3,948 3,948 補正予算第1号

地域クラブ創設に係る物価高騰対策支援事業 13,000 13,000 補正予算第1号

水道基本料金免除事業（２期分）※ 261,000 3,846 R8当初予算

下水道基本使用料免除事業（２期分）※ 108,000 1,592 R8当初予算

385,948 22,386

■

総事業費 交付金充当見込 一般財源

水道基本料金免除事業（２期分） 261,000 219,618 41,382

下水道基本使用料免除事業（２期分） 108,000 90,877 17,123

369,000 310,495 58,505

事　業

【参考】令和８年度当初予算における重点支援地方交付金充当事業（抜粋）

合　計

重点支援地方交付金の配分上限額と同交付金の対象事業

推奨事業メニュー枠

対象事業（推奨事業メニュー枠）

事　業

合　計

※下記【参考】の一般財源に充当するもの
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